
（環境負荷を大幅に低減する取組の推進）

また、地域でまとまって化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に減らすなどの先進的な営

農活動への支援や、化学肥料や農薬等を使用しないことを基本とする有機農業の推進により、

環境負荷を大幅に削減する取組の推進が図られている。

有機農業については、2006年に成立した「有機農業の推進に関する法律」に基づき、2007

年４月に「有機農業の推進に関する基本的な方針」が定められた。その内容は、2007年度以

降のおおむね５年間を対象として、有機農業の技術体系の確立や普及指導体制の整備、有機

農業に対する消費者の理解の増進等、農業者等が有機農業に積極的に取り組めるようになる

ための条件整備を進めることに重点がおかれている。この方針を受け、2007年度末には12道

県において都道府県段階の推進計画が定められている。

（格付けされた有機農産物等の生産量も増加）

有機農業を行う農家等が、生産した食品に有機JASマークを貼付し、「有機」、「オーガニ

ック」という名称を表示するためには、生産行程管理者＊１として有機JAS規格に適合した生

産を行うための基準を満たしていること等の認定を登録認定機関＊２から受ける必要がある。

2006年度に有機農産物として国内で格付けされた農産物の生産量は、前年度より0.9％増加

して４万8,596ｔとなった＊３。

（総合的病害虫・雑草管理（IPM）を推進する必要）

環境保全型農業の推進に当たっては、土づくりの励行や適切で効果的・効率的な施肥とと

もに、効果的・効率的な防除も重要である。この場合、病害虫や雑草の発生しにくい環境を

つくるとともに、病害虫の発生予察情報やほ場の観察により適切な防除のタイミングを判断

して、様々な防除技術を適切に組み合わせ、防除を実施することが重要である。このような

手法は、総合的病害虫・雑草管理（IPM）と呼ばれ、より生物多様性に配慮した農業生産の

方法であり、今後、その推進が図られる必要がある（図Ⅰ－60）。

＊１、２　［用語の解説］を参照
＊３　農林水産省調べ
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図Ⅰ－60 IPMの考え方と生産者・消費者のメリット

資料：農林水産省作成 

【判断】 

【防除】 

【
予
防
的
措
置
】
 

病害虫･雑草の発生しにくい環境の整備 
・耕種的対策の実施（作期移動、排水対策等） 
・輪作体系の導入 
・抵抗性品種の導入 
・種子消毒の実施 
・土着天敵の活用 
・伝染源植物の除去 
・化学合成農薬による予防 
　（育苗箱施用、移植時の植穴処理等） 
・フェロモン剤を活用した予防　ほか 

病害虫等の発生 
状況が経済的  
被害を生ずる  
と判断  

多様な手法による防除 
・生物的防除（天敵等） 
・物理的防除（粘着板等） 
・化学的防除（化学合成農薬）ほか 

経済的に受入れ可能なコ 
ストで、消費者に信頼さ 
れる農作物の生産ができ 
る 

人の健康に対するリスク 
と環境への負荷が軽減さ 
れる 

生産者のメリット 

防除の要否及びタイミングの判断 
・発生予察情報の活用 
・ほ場状況の観察　ほか 

消費者のメリット 



＊１　2004年３月の「田園環境整備マスタープラン」対象市町村3,148に対する2006年３月時点での数値

（水田や水路等の水と生態系のネットワークは、生物多様性の保全に貢献）

水田、水路、ため池等の農村地域の水辺環境は、水と生態系の有機的なネットワークを形

成しており、例えば、小河川で生活するフナ類は産卵期に水田や農業用水路に移動して浅瀬

の水草に産卵するなど、多様な生き物がその生活史に応じて様々な生息・生育環境を利用し

ている。生物多様性を保全する観点から、このような水と生態系のネットワークを農業用水

や環境用水等で途切れなく結ぶ「水の回廊」の整備を推進する必要がある。

また、水と生態系のネットワークは、農業者や地域住民による生産活動や維持管理活動に

よって保全され、生物多様性の保全に大きく貢献している。

（農業農村の整備に当たっても、環境に配慮）

農業農村整備事業は、持続的な農業の営みを可能とすることにより、生物の生息・生育環

境である身近な自然環境を保全・形成する役割を果たしている。一方、事業の実施が生物多

様性に負の影響を与える側面を有していることから、生物多様性をはじめとした農村環境に

配慮して実施する必要がある。例えば、ほ場整備や暗きょ排水、用排水路の整備によって生

産性は大幅に向上したが、川と水田を行き来する水生生物は、水路と水田の連続性が分断さ

れたため、移動ができなくなり、繁殖ができなくなるなど、生息数が減少してきた。

このようなことから、2001年に「土地改良法」が改正され、土地改良事業の施行に当たっ

て、環境との調和に配慮することとされた。また、農村地域の環境保全に関する基本計画で

ある「田園環境整備マスタープラン」が全国2,609の市町村で策定されており＊１、農業農村

整備事業を採択する際の要件の一つとなっている。

現在、農業者や地域住民が認識している生物種を「保全指標種」として示すことにより、

生物多様性の保全の視点を取り入れた基盤整備への関心を高め、農業者の理解や地域住民の

合意形成を得ながら事業を推進する取組が試験的に行われている。
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トキの野生復帰に向けた餌生物の生息環境の整備事 例

新潟県佐渡市
さ ど し

では、我が国において絶滅のおそれのある種の象徴ともなっているトキの野生復帰に向けた
取組が行われている。人工飼育されているトキの個体数は、繁殖技術の確立等により順調に増加しており、
2008年秋には試験放鳥が予定されている。
野生復帰後のトキが自然のなかで生息していくためには、地域住民の十分な理解を得ながら、河川、水田、
水路、営巣木等、トキやその餌となる生物（ドジョウ、ヤマアカガエル、サワガニ等）の生息環境を整える
必要がある。
特に、中山間地域の水田等はトキの餌場として重要であり、ほ場整備の際は、水路と水田の連続性を確保

するための水田魚道や、餌生物の生息場・繁殖場となる江（承水路）を設けるなどの配慮が行われている。
また、冬期湛水や環境保全型農業の取組等により、水田をトキの餌生物をはぐくむ空間（ビオトープ）とし
て管理するなどの取組も行われている。

佐渡市 
新潟県 

群馬県 長野県 富山県 

水田魚道
水路と水田の連続性を確保

江
餌生物の生息場・繁殖場を確保

冬期湛水
冬期間の餌生物の生息環境の整備



（経済的にも持続可能な取組とする必要）
生物多様性に配慮した農業を持続的に実践するためには、農業者をはじめ地域住民が一体
となって取り組むことが重要である。そのためには、行政等の強力なリーダーシップが必要
であり、特定非営利活動法人（NPO法人＊１）等の民間団体の参画を推進することや、普及
指導センターによる技術支援等も重要である。
また、農業者にとって、生物多様性に配慮した農業に取り組む場合、慣行農法に比べ収量
の減少やコスト高になり、経営が不安定となるおそれがある。このため、通常より高い価格
でも生産物を購入してもらえるよう、消費者に価値を認められるような工夫をするなどによ
り、経済的にも持続可能な取組とすることが求められている。

（生き物とのふれあいは生物多様性の保全の重要性を実感させる）
我が国が生物多様性条約を締結してから10年以上経過したが、生物多様性の認知度は依然
として低い＊３。その理由の一つに、人々が身近に生き物とふれあう機会が減少し、多様な
生物がつながりあって存在していることが実感しにくいという事情があると考えられる。
このため、農業生産や農業農村整備において生物多様性を重視し、田園地域や里地里山で
の生物多様性を保全するとともに、そのような場で人々が身近に生き物と接することができ
る空間をつくることが必要である。特に、子どもが水田や水路等で多種多様な生き物にふれ
あいながら遊んだり学んだりすることは、原体験として生物多様性の重要性を認識すること
につながる。各地で行われている「田んぼの生きもの調査」や、市民農園での農作業等は、
こういった観点からも意義深い取組である。
また、福井県越前

えちぜん

市
し

におけるアベサンショウウオの保全活動のように、地域の農業者と市
民が一体となって希少な野生生物の生息環境を保全する草の根レベルでの生物多様性保全の
取組も行われている。

＊１　［用語の解説］を参照
＊２　兵庫県における「普及指導センター」の名称
＊３ 2004年の環境省による調査（20歳以上の男女２千人を対象として実施した個別面接調査（有効回答率74.2％））に
よると、「生物多様性」の意味を知っているのは１割、言葉を聞いたことがある人を含めても３割であった。

兵庫県豊岡
とよおか

市
し

は、かつて絶滅したコウノトリの野生復帰に取り組んでいることで知られている。その背景
にあるのは、コウノトリが住める豊かな自然環境と、それを受け入れる文化環境は、人間にとっても持続可
能で健康的に暮らせるものであるという考えである。
市ではこの取組の一環として、コウノトリと共生する水田づくりを支援している。これは、コウノトリの

絶滅の一因として、開発等によって湿田・湿地が減少し、また、農薬の使用によって餌となる生物が減少し
たことが考えられ、生物多様性に配慮した農業を実践すれば、コウノトリとの共生が可能となるとの考え方
に基づいている。一部の水田では、水田魚道を設置し、農業改良普及センター＊２の技術指導を得て、冬期
湛水等の水の管理や有機資材を活用した技術により農薬・化学肥料の削減を可能にした「コウノトリ育む農法」
に取り組んだ結果、水田には多様な生物が生育するようになった。
このような取組と並行して行われてきた40年にも及ぶ人工飼育の結果、ついに2005年、

人工繁殖されたコウノトリが放鳥された。それ以降、コウノトリが水田に降り立つ姿が当
たり前の風景となりつつある。
「コウノトリ育む農法」は慣行農法よりも収量が減るものの、市の認証制度によりブラ

ンド化された米は高値で販売されていることから、年
年その栽培面積は増加し、再生産が可能な仕組みがで
きている。また、コウノトリと城崎温泉等の観光資源
をセットにしたツアーが旅行代理店により企画された
り、コウノトリブランドの米から日本酒がつくられたりす
るなど、コウノトリの効果は他産業の活性化へも波及
している。農業者は自らの行う農業がコウノトリを育
てているという自信と誇りをもつようになっている。
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コウノトリの野生復帰への取組をきっかけとする生物多様性保全の取組 事 例

豊岡市 

兵庫県 

京都府 
鳥取県 

岡
 山
 県
 

腰をかがめる農業者とコウノトリ水田と排水路を結ぶ魚道



イ　遺伝資源の保全・持続可能な利用と今後の課題
（遺伝資源の持続可能な利用は食料・農業・環境問題等の解決に貢献）

バイオテクノロジー等の科学技術の進展に伴い、遺伝資源＊１を利用して、超多収作物等

画期的な新品種の育成や新産業の創出を推進することにより、食料、農業、環境といった問

題の解決に貢献することが期待されている。このため、貴重な遺伝資源を収集・保存し、次

世代に引き継ぐとともに、これを持続的に利用していく観点から、現在、国内外の農業生物、

林産生物、水産生物の遺伝資源を収集・保存して新品種の育成等の研究に提供するジーンバ

ンク事業が行われている（図Ⅰ－61）。

（生物多様性への安全性が確認された遺伝子組換え農作物は11品目100品種）

遺伝子組換え生物は、組み込まれた遺伝子が野生生物に広まることや、雑草化したり有害

物質を生産すること等により、生物多様性に悪影響を及ぼす可能性がある。これを防止する

ため、生物多様性条約に基づき2000年にカルタヘナ議定書＊２が採択された。我が国は2003

年にこれを締結し、同年に「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律」（カルタヘナ法）が成立した。

同法に基づき、野生動植物に与える影響について科学的な評価を行い、安全と認められる

遺伝子組換え農作物のみが国内での使用が認められている。2008年３月時点では、11品目

100品種について安全性が確認され、承認を受けている。

＊１、２　［用語の解説］を参照
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図Ⅰ－61 バイオテクノロジー等による遺伝資源の持続可能な利用

現状と課題 将来期待されるもの 現在の取組 

生物資源のもつ有用性の価値 

遺伝資源をめぐる状況 

貴重な遺伝資源の保存の必要性 

生物資源は食料・農業・環境 
問題等の解決に役立つ知的基盤 

資料：農林水産省作成 

多様な生物を農作物等の食料、 
医薬品、燃料等の資源として利 
用することによって、私たちの 
生活は成り立っている。 

遺伝資源の保存と提供 

バイオテクノロジー 
等による 

遺伝資源の利用 

ジーンバンク事業 
（独）農業生物資源研究所 
等が運営 

国内外の農業生物、林産生 
物、水産生物の遺伝資源を 
収集・保存し、新しい品種 
の育成等の研究に提供 

植物・動物・昆虫 
研究において、遺 
伝資源の機能を解 
明し、その利用技 
術を開発して、画 
期的新品種の育成 
や新産業の創出に 
貢献 

バイオテクノロジー 
による遺伝資源の利 
用で、食料・農業・ 
環境問題等の解決に 
貢献 

・超多収作物で生 
　産コストを低減 
・病害虫に強い作物 
　で農薬を不要に  

○ジーンバンク事業の流れ 

探索・ 
収集 

特性 
評価 

保存 増殖 

来歴情報 
特性情報 
在庫情報 

ユーザー 
育種研究室 
種苗会社 
大学研究者 

都道府県研究機関 
食品・農薬メーカー 

配
付
 

研
究
に
利
用
 

食料、農業 

環境 

エネルギー 

物質・医薬品 

・汚染土壌、空気 
　を作物で浄化 
・超高効率光合成 
　でCO2を吸収 

・巨大バイオマス 
　作物でエネルギー 
　を生産 

・高機能繊維や 
　医薬品を開発 

○生物多様性条約の発効→遺伝資 
　源保有国の主権的権利が認めら 
　れ、保有国以外による遺伝資源 
　の収集が困難に 
○環境悪化、熱帯林の急速な減少、 
　砂漠化の進行→貴重な遺伝資源 
　が減少、滅失の危険 

バイオテクノロジー等 
科学技術の進展 



（農業分野における国際協力は、世界の生物多様性の保全につながる）

開発途上国では、人口増加や貧困が問題となっているなかで、より多くの生産と収入を得

るため、過耕作や過放牧といった資源収奪的な生産を余儀なくされた結果、土地や水等の資

源の劣化、砂漠化等の環境問題が生じており、生物多様性の損失の進行が懸念されている。

これらの環境問題は、国境を越えて個々の人間の生存にかかわる脅威であり、国際社会が協

調して対応していく必要がある。

（生物多様性指標とその評価方法の開発が課題）

生物多様性の保全に関し、これまで行われてきた研究では、自然と共生する視点から、農

林水産業により形成された生態系を適切に管理する技術や基礎的なデータが得られ、里山林

の保全・利用活動や水と生態系のネットワークづくりといった生物多様性に配慮した施策に

活かされている。

しかし、環境保全型農業の推進をはじめとする農林水産関連施策の実施に当たっては、生

物多様性に配慮しつつ行っているものの、その効果を定量的に把握することができる指標は

現在のところ開発されておらず、これらの農林水産関連施策を効果的に実施するうえで、指

標を開発することが必要となっている。

そのため、水田にどのような生き物が生息・生育しているのかを調査したり、過去に得ら

れた基礎的なデータを活用するなどにより、農業の生物多様性への正負の影響を把握するた

めの科学的根拠に基づく指標や、関連施策を効果的に推進するための生物多様性指標の開発

を行う必要がある。これにより、農業が生物多様性に果たす役割を明らかにし、生物多様性

に配慮した農業生産活動について国民の理解を深めることが期待される。
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ごはんを通じて水田の生き物について知ってもらう取組 事 例

福岡県二
に

丈
じょう

町
まち

のNPO法人では、水田で生息する生物について人々に知ってもらうためのポスターを作成
した。これは、ごはんと生物を関連付けて表すものであり、1杯のごはんは3～ 4千粒の米粒、その量の米
粒は3株の稲株から作られ、その稲株が育っている水田の面積にはどれだけの生物がいるかということを表
している。これにより、ごはんの価値が身近な自然につながっていることを示し、人々に食べものと生物と
の関係についてイメージをもたせるとともに、ごはんを食べることで自然を守ろうという意識を高めること
を目的としている。
このポスターは好評を博し、現在、下敷きとして販売され、人気となっている。

作成された下敷き（一部を抜粋）



（３）農地等の農村資源の保全と農村環境の向上

ア　農業の多面的機能と農村資源
（農業は多面的機能を有する）
農業は、食料を供給する役割だけでなく、その生産活動を通じた国土の保全、水源のかん
養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の継承等様々な役割を有しており、これらの
役割による効果は、地域住民をはじめ国民全体が享受し得るものである。
農業は、農山漁村地域のなかで林業や水産業と相互に密接なかかわりを有しており、特に、
農林水産業の重要な基盤である農地、森林、海域は、相互に密接にかかわりながら、水や大
気、物質の循環に貢献しつつ、様々な多面的機能を発揮している（図Ⅰ－62）。
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図Ⅰ－62 農業、森林、水産業の多面的機能

資料：日本学術会議答申を踏まえ農林水産省で作成 

海域環境モニタリング機能 

伝統漁法等の伝統的文化を継承する機能 

交流等の場を提供する機能 

海域環境の保全機能 

漁獲によるチッソ・リン循環の補完機能 

植物プランクトン 

再資源化 

干潟 

藻場 

チッソ・リン 

災害救援機能 

国境監視機能 
海難救助機能 

気候緩和機能 

水質浄化機能 

物質生産機能 

文化機能 

水質浄化機能 
生態系保全機能 

文化の伝承機能 
水源かん養機能 

水源かん養機能 

生態系保全機能 
有機性廃棄物処理機能 

保健・レクリエーション機能 

生物多様性保全機能 

快適環境形成機能 

土壌侵食防止機能 

地球環境保全機能 

雨水の保水・貯留による洪水防止機能 

土砂災害防止機能/土壌保全機能 

良好な景観の形成機能 

生物多様性保全機能 

土砂崩壊防止機能 

表Ⅰ－11 農業の多面的機能の貨幣評価

項目（機能） 評価手法 評価額 

3兆4, 988億円/年 

1兆4, 633億円/年 

537億円/年 

3,318 億円/年 

4,782億円/年 

123億円/年 

87億円/年 

2兆3,758 億円/年 

代 替 法  

代 替 法  

直 接 法  

代 替 法  

直 接 法  

代 替 法  

直 接 法  

ト ラ ベ ル コ ス ト 法  

洪 水 防 止 機 能  

河 川 流 況 安 定 機 能  

地 下 水 か ん 養 機 能  

土 壌 侵 食 （ 流 出 ） 防 止 機 能  

土 砂 崩 壊 防 止 機 能  

有 機 性 廃 棄 物 処 理 機 能  

気 候 緩 和 機 能  

保 健 休 養 ・ や す ら ぎ 機 能  

資料：（株）三菱総合研究所「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」（2001年11月公表） 
　注：1）農業の多面的機能のうち物理的な機能を中心に貨幣評価が可能な一部の機能について、日本学術会議の特別委員会の討議内容を踏まえ、 
　　　（株）三菱総合研究所が貨幣評価を行ったもの 
　　　2）機能によって評価手法が異なっていること、また、評価されている機能が多面的機能全体のうち一部の機能にすぎないこと等から、合計 
　　　  額は記載していない。 
　　　3）洪水防止機能、河川流況安定機能、土壌侵食（流出）防止機能等の代替法による評価額についてはダム等を代替材として評価したもので 
　　　  あるが、農業の有する機能とダム等の機能とは性格が異なる面があり、同等の効果を有するものでないことに留意する必要がある。 
　　　4）保健休養・やすらぎ機能については、機能のごく一部を対象とした試算である。 
　　　5）いずれの評価手法も一定の仮定の範囲においての数字であり、試算の範疇を出るものではなく、その適用に当たっては細心の注意が必要 
　　　  である。 



（開発による水田の縮小で気温が上昇）

水田では、地面に

到達する太陽エネル

ギーの８割が水の蒸

発に使われるため、

周辺も含めて気温が

低くなる傾向にある。

埼玉県吉川
よしかわ

市
し

・三
み

郷
さと

市
し

周辺の開発による

水田面積の縮小に伴

う気温への影響を同

一条件（夏季晴天日）

で試算したところ、

地域の平均気温は

0.7℃上昇する結果

となった（図Ⅰ－

63）。

（農地、農業用水等は農業の基礎的資源）

農村は、農地、農業用水といった農業の基礎的資源が存在し、それらが適切に維持・管理

されることによって、生物多様性や地域環境の保全に寄与している（図Ⅰ－64）。

特に水田は、農業用水、水路を含め、上述の気候緩和機能のほか、国土の保全、水源のか

ん養、生態系の保全、良好な景観の形成、文化の継承といった農業の多面的機能の発揮の場

となっている。一方、水田が多い地域では農道や水路の密度も高く、それらの維持保全にか

かる作業量も多い。このため、地域が一体となって保全していく必要がある。
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水田 
畑 
森林 
荒れ地 
建物用地 
道路用地 
水面 

資料：（独）農業・食品産業技術研究機構中央農業総合研究センター「気候緩和評価モデル」 
　注：1）夏季晴天日として、2004年7月23日12時時点の気象条件で試算 
　　　2）土地利用図は250mメッシュで、最も面積の大きい地目を表示 

（1987年の土地利用での試算） 

（土地利用図） （土地利用図） 

（2007年の土地利用での試算） 

凡例 

℃ 
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28.5 

28.2 

27.9 
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図Ⅰ－64 農村資源の概要

農

業
の 自 然循環

機

能

農村地域 

水田、畑等 
　水田の区画整備済 61％ 
　（30a以上） 
　畑の末端農道整備済 73％ 
〔役割〕 
食料の安定供給　国土保全 
有機物分解等物質循環 
美しい景観の形成 

〔役割〕 
集落共同作業の主体 
伝承文化の継承の主体 
 

生物を介した物質循環 
〔役割〕 
・水、大気、物質の循環利用の促進 
　農業生産に伴う環境負荷の軽減 

農業用水、用水路等 
　用水使用量：552億t 
　基幹的水路：約4万7千km 
　基幹的水利施設：約7千か所 
　ため池：約21万か所 
〔役割〕 
食料の安全供給 
健全な水循環系を形成 
集落内の防火用水、生活用水、 
生態系保全、親水、消流雪用水、 
景観形成等に寄与 
 

自然環境、生物多様性、 
美しい農村景観等 
〔役割〕 
生き物の生息空間の提供 
ゆとりややすらぎの提供 

資料：農林水産省作成 

農地 農業用水 

家畜排せつ物、集落排水汚泥、 
食品廃棄物等 
〔役割〕物質循環の一部を形成 

有機性資源 

農村の環境と景観 

農村コミュニティ 

図Ⅰ－63 埼玉県吉川市・三郷市周辺の土地利用と気温の変化



イ　多様な主体の参画による地域資源の管理・保全
（農家戸数の減少等により、集落の共同作業による地域資源の維持管理が困難）

農道や農業用用排水路の維持管理は、農業生産活動や集落活動等を通じて行われているが、

適切な管理・保全がなされずにその機能が失われると、復元に多大な時間と経費が必要とな

る。しかしながら、農家戸数の減少等の農業集落の構造変化により、集落を主体とする共同

作業による管理・保全が困難な状況になっている。

例えば、農業用用排水路については、農家戸数が少ない農業集落ほど、集落として管理す

る割合が低下し、土地改良区をはじめとする集落以外での組織等で管理と、全く管理してい

ない割合が増加する傾向にある＊１。

また、農業用用排水路や農道において、過去１年間に行われた共同作業１回当たり参加人

数は、５年前に比べ、特に中山間地域で参加人数が減った集落の割合が大きくなっている。

（消滅集落では跡地の資源管理の問題が深刻化）

過疎地域等においては、1999年以降、191集落が無人化し、通年での居住者が存在しない

「消滅集落」となっている＊２。また、423集落において今後10年以内に消滅が予想されるな

ど、今後も消滅集落の増加が懸念される。

1999年以降に消滅した集落の資源の管理状況をみると、農地は主に元住民に、集落内の道

路や用排水路は主に行政に管理されているが、３～４割は管理されずに放置されている（図

Ⅰ－65）。

資源の管理放棄は、国土保全をはじめとする農業の多面的機能の発揮に支障をきたすこと

から、今後、その管理のあり方について、周辺集落との連携や多様な主体の参画等、より広

範囲での資源管理の体制の整備を検討することが重要である。
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図Ⅰ－65 消滅した集落の跡地の資源管理状況

資料：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」（2007年8月公表） 

　注：1999年以降に消滅した191集落のうち、各資源の存在する集落（農地・田畑123集落、集落道路・農道等130集落、用排水路114集落） 

　　の管理状況の割合 

用排水路 14.9

13.8

39.0 9.8 6.5 44.7

6.9 50.0 29.2

8.8 36.0 40.4

集落道路・農道等 

農地・田畑 

元住民が管理 他集落が管理 行政が管理 放置 

0 20 40 60 80 100
％ 

＊１　農林水産省「農林業センサス付帯調査　農村集落調査」（2005年）
＊２　国土交通省「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」（2007年８月公表）



（都市住民の参画も活かしつつ、地域一体で地域資源の管理・保全を行うことが重要）

都市住民は、森林、農地等の保全・再生にかかわる活動について、その過半が参加意欲を

もっている（図Ⅰ－66）。

また、森林、農地、都市の土地利用の課題のなかで、最も関心のあるものとして「農地の

保全・再生」をあげる者は１割にとどまっているが、そのうちの４割が農林業体験や援農ボ

ランティア等、実際に農村に出向いて活動を行っている。

このような都市住民の意欲をうまく活用することが重要であり、そのため、意欲のある都

市住民が農地や農業用用排水路等の管理・保全活動に参加できる体制を構築することが必要

である。
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図Ⅰ－66 森林、農地等の保全・再生活動への参加意向と土地利用の問題への関心

全くやりたくない 
2.4％ 
 

資料：国土交通省「国土の国民的経営の推進に係る基礎調査報告書」（2007年3月公表） 
　注：1）インターネット調査会社に登録しているモニターを対象として実施したインターネット調査（回答総数3千） 
　　　2）調査対象は、20歳以上で農林漁業に従事（兼業を含む）していない都市住民（全国の30万人以上の都市及び東京23区居住者が基本 
　　　  （人口30万人以上の都市が存在しない県については県庁所在地、同一県内に30万人以上の都市が複数ある場合は一部対象外）） 

あまりやりたくない 
5.0％ 

 

是非やって 
みたい 
13.5％ 

特に関心はない 
3.8％ 

森林の保全・再生 
61.8％ 

都市内の 
低未利用地の 
有効活用 
20.4％ 

（森林、農地、都市の土地利用をめぐる問題への関心）（森林、農地等の保全・再生活動への今後の参加意向） 

農地の保全 
・再生 
13.9％ 

やってみたい 
41.5％ 

わからない 
37.6％ 

トラスト運動により地域の農地を保全 事 例

青森県横浜町
よこはままち

は、かつてはなたねの作付面積が全国一だったが、農家
の高齢化や後継者不足により耕作放棄地が増加し、なたねの作付面積が
減少した。町のシンボルである日本一の菜の花を次世代の子どもに残す
ため、2002年に町の有志が中心となって「菜の花トラストin横浜町」を
設立し、耕作放棄地になたねを作付けする活動を開始した。
トラストは全国から会員を募り、3～ 4 haの耕作放棄地に、所有者と

の採種契約によりなたねを作付けしている。会員や地元の小・中学生と
整地、耕起、は種、刈り取り、なたね打ち等の作業を実施し、収穫した
なたねは焙煎せずに搾油し、会員に配布するとともに、残りを販売して
いる。会員の3分の1が県外であり、県外の会員は青森県出身者や、な
たね油の購入がきっかけで会員となる人が多い。また、トラストのなた
ね油がこだわりの逸品として百貨店の贈答用商品として取り上げられる
など、活動が注目を集めている。

耕作放棄地を復旧した作付地

横浜町 

青森県 

岩手県 
秋田県 



ウ　農地・水・環境保全向上対策の取組
（農地・水・環境保全向上対策が本格実施）

国民共有の財産である農地・農業用水等の資源と、そのうえで営まれる営農活動を、一体

として、国民の理解を得つつ、その質を高めながら将来にわたり保全していくため、2007年

度から「農地・水・環境保全向上対策」が開始された。46道府県で17,144の活動組織が設立

され、取組面積は116万haと、農地面積の４分の１に及んでいる。農業用施設については、

農業用用排水路25万６千km、ため池27,400か所、農道６万３千kmが活動に取り組まれるこ

ととなっている。また、活動組織の採択申請の審査等を行う地域協議会が46道府県をカバー

して131設立されている（表Ⅰ－12）。

本対策は、①農地・農業用水等の資源や環境の保全と質的向上のための効果の高い共同活

動への支援を基本に、②農業が本来有する自然循環機能の維持・増進による地域環境保全に

向けた先進的な営農への支援（営農活動支援）、③地域においてより高度な取組の実施とい

ったステップアップへの支援で構成される。営農活動支援を実施する活動組織は全体の12％、

取組面積は４％を占める。また、321の活動組織が高度な取組を実施している。

2008年度から、申請書類を半減するなどの事務手続きの大幅な簡素化が図られており、本

対策への取組の拡大が期待されている。

（水田率の高い県ほど取組面積の割合が高い）

本対策の取組状況を道府県別にみると、

農地面積の５割以上で取り組んでいるの

は兵庫、滋賀、福井、佐賀、山形県の５

県であり、水田率の高い県ほど、農地面

積に占める取組面積の割合が高い傾向に

ある（図Ⅰ－67）。

地域としては、近畿、北陸、東北で取

組面積が農地面積の３割を超えている。

営農活動支援は、滋賀県が最も取組面

積が多く、同県の農地面積の16％で行わ

れており、本対策での取組面積全体の

26％を占めている。
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（活動組織の設立状況） （地域協議会の設立状況） 

項目 

活動組織数 

組織数、面積 道府県単位 県内ブロック単位 市町村単位 

38協議会 32協議会 
茨城県（4） 
愛知県（9） 
兵庫県（9） 
香川県（3） 
長崎県（7） 

新潟県（31） 
富山県（13） 
福井県（17） 

61協議会 
17,144 
（2,042） 

取組面積 116万3千ha 
（ 4万6千ha） 

資料：農林水産省調べ 
　注：活動組織の設立状況の（　）内は、営農活動支援を実施する活動組織数及び対象面積（内数） 

表Ⅰ－12 農地・水・環境保全向上対策の申請状況（2007年度）

図Ⅰ－67 道府県の水田率と取組面積率

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、農林水産省調べ 
　注：水田率は、耕地面積に占める水田の割合 
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（各地区で多様な主体が活動に参画）

本対策における活動組織の構成員には、農業者だけでなく、非農業者も含まれる。農業者

は全国で延べ97万人、営農組合等は１万１千団体が活動組織の構成員となっている。非農業

者の団体としては、自治会が最も多く、９割の活動組織において構成員に含まれている（図

Ⅰ－68）。

（地域環境や生物多様性の保全への寄与が期待）

本対策では、実施地区の９割が景観形成・生活環境保全に、３割が生態系保全に、２割が

水質保全といった農村環境向上活動に取り組んでいる。

農地や農業用水等の資源は、食料の安定供給や農業の多面的機能を発揮させる基盤となる

ものである。本対策の推進を通じてこれら資源の適切な保全・管理が行われるだけでなく、

美しい景観や豊かな環境といった地域環境の保全、ひいては地球環境保全や生物多様性の保

全に貢献することが期待される。
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第２節　地球環境対策と農村資源の保全・活用

図Ⅰ－68 非農業者団体を構成員とする活動組織の割合

資料：農林水産省調べ 
　注：17,144活動組織のうち、当該団体が1団体以上構成員に含まれている活動組織の割合 
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環境に優しいまちづくりへの地域ぐるみでの取組 事 例

福井県池
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田
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町
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では、農業者だけでなく、地元の自治会、NPO法人等の様々な主体が参
加し、450haの農地や農業用施設の保全に町全体で取り組むこととして、生ごみ等の地域
の有機物資源の堆肥化、田んぼの生き物調査や環境学習会の開催等、農村環境向上活動に
積極的に取り組んでいる。また、消費者や農業者、田んぼの生き物等の自然環境すべてに
配慮した「生命に優しい米づくり運動」等により化学肥料や農薬をできるだけ使わない農
産物の生産が推進されている。さらに、「農地・水・環境保全向上対策」の導入により、水稲の化学肥料・
化学合成農薬を5割以上低減する取組は、2006年度の約90haから、2007年度には1.8倍の約170haへと拡大
した。生産された農産物は、福井市内の町直営店舗において栽培区分に応じて3銘柄に分け、特別栽培コシ
ヒカリ「うららの米」ブランドをはじめ、慣行栽培の農産物より高値で販売されている。
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地域ぐるみで農地・水・農村環境を
保全・向上する取組を実践

化学肥料や化学合成農薬をできる
だけ使用しない農業を実践

生き物調査 生ごみの堆肥化 育苗状況の確認 技術研修会の開催

資料：農林水産省作成



（付表）戦後農政の流れ
１．戦後の農政は､①終戦後から農業基本法制定まで（1945～61年）、②農業基本法のもとで

の農政展開（1961～80年）、③国際化の進展と食料・農業・農村基本法の制定（1980～99

年）、④食料・農業・農村基本法の理念に基づく施策の具体化（1999～2008年）の４つに

大別できる。

２．終戦後のめざましい経済成長のもと、農業と他産業との間の生産性と従事者の生活水準

の格差是正を目的として、農業基本法が1961年に制定された。同法のもと、需要が見込ま

れる畜産や果樹、野菜等の生産の拡大や、農業従事者が他産業従事者と均衡する所得を確

保できる規模拡大の推進等が展開された。

３．急速な経済成長と国際化の著しい進展等により我が国経済社会は大きな変化を遂げ、農

政をめぐる状況が大きく変化するなか、1999年に食料・農業・農村基本法が制定された。

同法のもと、食料・農業・農村基本計画が策定され、効率的かつ安定的な農業経営が農業

生産の相当部分を担う農業構造の確立を目指し、各般の施策が展開された。

４．その後、グローバル化が一層進展するなか、食料・農業・農村をめぐる情勢変化を受け、

2005年に新たな基本計画が策定された。2007年度からは新たな経営所得安定対策や米政策

改革推進対策、農地・水・環境保全向上対策の農政改革三対策が開始された。
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○社会の民主化　　　　　○食糧の増産 

○高度経済成長のなかで農業・農村に様々なゆがみ  
○国民の所得増大に伴う食料消費の高度化→米消費の減少による需給ギャップ  
○都市化・工業化による地価高騰で農地の資産保有傾向の高まり等→規模拡大の停滞  
○農村の過疎化、都市の過密、公害の発生等 

○農村の民主化（農地改革） 
・政府による小作地の買収 
・売渡しによる広範な自作農の創設 
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食料・農業・農村の動向と主要な施策の流れ 年 

1942

60

61

80

42　「食糧管理法」制定 
　　（国による米の全量管理等） 45　終戦 

60　国民所得倍増計画 

64　東海道新幹線開業 
64　オリンピック東京大会開催 

71　ニクソンショック、変動 
　    相場制へ移行 

76　ロッキード事件 
80　日本、世界一の長寿国へ 

65 65　山村振興法制定 
67　米の完全自給を達成 
69　自主流通米制度の発足 
69　農地法改正、農業振興地域の整備に関する法律（農振法）制定  
　　・借地による農地流動化の促進  
　　・農業地帯の保全と振興 

70　過疎地域対策緊急措置法制定 
71　米の生産調整を本格的に開始 
72　異常気象による世界食料危機 
73　米国産大豆輸出規制 
74　農振法改正  
　　　市町村が主体となり集団的に利用権を設定し、農用地の利用を増進する 
　　　事業の創設 
75　みかんの生産調整を開始 

64　出かせぎ農民100万人を超える 
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56　「もはや戦後ではない」 
　　（経済白書） 

52　農地法制定（農地改革の成果の維持） 

61　農業基本法の制定 

80　農政審議会「80年代の農政の基本方向」答申  
　　（「日本型食生活」、「食料安全保障」の提起） 

・農業生産の選択的拡大  
・自立経営の育成 

いざなぎ景気  
68　日本、GNP世界第2位 

80　農地三法  
　　（農用地利用増進事業を拡大した農用地利用増進法の制定等） 
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（付表）戦後農政の流れ

05　新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定  
　　・新たな食料自給率目標の設定  
　　・新たな経営所得安定対策の導入  
　　・環境・資源を重視した施策の推進 

○国際化の進展のなかで、国際規律への対応が課題  
○農業従事者の減少・高齢化が進行するなか、担い手育成が重要課題  
○中山間地域等では過疎化が進行 

○「くらしといのち」の根幹にかかわる食料と、それを支える農業・農村の価値が再認識され、国民生 
　活の安心と安全の礎としての役割への期待  
○現行基本法に基づく戦後農政を、国民全体の視点に立って抜本的に見直し、国民の理解と支持のもと 
　に、新たな政策体系の再構築 

農政改革三対策の一部見直し 
　○新たな経営所得安定対策 
小規模・高齢農家も含めた 
地域農業の担い手の確保と 
地域農業の維持・発展 

○米政策改革推進対策 
生産調整の確実な実施､麦､大  
豆、飼料作物、非主食用米の  
生産の拡大・定着を支援 

○農地・水・環境保全向上対策 
地域共同の取組として、農地・  
農業用水等の資源の保全や環境  
にやさしい農業の実践を支援 
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年 

85

99

08

2000

01　米国同時多発テロ発生 
01　WTOドーハ・ラウンド 
　　立ち上げ 

04　新潟県中越地震 
05　人口減少局面へ 

06　合計特殊出生率1.25、 
　    過去最低を記録 
07　新潟県中越沖地震 

00　中山間地域等直接支払制度導入 
00　農地法改正（農業生産法人の一形態として株式会社を位置付け） 
01　BSE感染牛の発生 

02　「米政策改革大綱」決定 
02　構造改革特別区域法制定（農業生産法人以外の法人のリース方式での 
　    農業参入が可能となる制度の導入） 
03　食品安全基本法に基づく新たな食品安全行政の開始（リスク管理部門 
　    と産業振興部門とを分離し、食品分野における消費者行政とリスク管 
　    理を一元的に担う「消費・安全局」を設置） 
04　鳥インフルエンザ79年ぶりに発生 

05　経営所得安定対策等大綱決定 
05　農業経営基盤強化促進法改正（リース方式による農業参入の全国展開） 
06　農政改革三法成立、経営所得安定対策等実施要綱決定 
06　食料自給率が40％を割り込む 
07　農政改革三対策の導入 

92　グリーン・ツーリズムの提唱 

93　戦後最悪の米の不作（作況指数74）  
93　農業経営基盤強化促進法制定 

85　プラザ合意 
 
89　消費税導入 
89　ベルリンの壁崩壊 
91　湾岸戦争、バブル経済 
　　崩壊 

92　地球環境サミット 

95　阪神・淡路大震災 95　食糧管理法廃止・食糧法制定（政府から民間主導へ） 

88　日米農産物交渉合意（牛肉・オレンジ自由化） 
89　食料自給率が50％を割り込む 

92　「新しい食料・農業・農村政策の方向」（新政策）公表  
　　・食料のもつ意味や農業・農村の役割の明確化、地球環境問題への配慮  
　　・効率的かつ安定的な経営体が生産の太宗を担う農業構造の実現  
　　・自主性と創意工夫を活かした地域づくり 

00　「食料・農業・農村基本計画」の策定 

93　ガット・ウルグアイ・ラウンド農業合意  
　　（米以外の輸入制限品目の関税化や米のミニマム・アクセス設定等） 

 02　「食」と「農」の再生プラン  
　　（消費者に軸足をおいた農政展開） 

99　「食料・農業・農村基本法」制定  
　　・国民的視点から、①食料の安定供給確保、②多面的機能の発揮、  
　　　③農業の持続的な発展、④農村地域の振興という新たな理念の提示  
　　・食料自給率目標の設定  
　　・効率的かつ安定的な農業経営が相当部分を担う農業構造の確立 

・経営支援策の体系化  
・認定農業者制度の創設 

食料・農業・農村の動向と主要な施策の流れ 



本章では、グローバル化の進展とともに大きく変化している我が国の食料・農業・農村を

めぐる情勢を踏まえ、「食料自給率の向上と食料の安定供給」、「農業の体質強化と高付加価

値化」、「共生・対流の促進を通じた農村地域の活性化」の３つに焦点を当て、その動向や主

要施策の取組状況等について記述する。

まず、世界の食料事情の大きな変化を踏まえ、食料自給率の向上に向けた戦略的取組、食

の安全確保と消費者の信頼確保の取組等の重要性を明らかにする。また、農業労働力の現状

のほか、農協改革の推進状況や、農林水産物・食品の輸出促進、知的財産の創造・保護・活

用の取組、研究・技術開発の推進についての重要性を明らかにする。さらに、農村や農業集

落の現状を踏まえ、食品産業等異業種との連携強化、グリーン・ツーリズムをはじめ、都市

と農村の共生・対流を一層促進する取組の重要性を明らかにする。

食料・農業・農村の主な動向食料・農業・農村の主な動向食料・農業・農村の主な動向

第Ⅱ章

第１節　食料自給率の向上と食料の安定供給
第２節　農業の体質強化と高付加価値化
第３節　共生・対流の促進を通じた農村地域の活性化




